
安全保障関連法案に反対する国公私立大学教職員組合の共同アピール 
 
安倍政権と与党は 7 月 15 日衆議院特別委員会、翌 16 日の本会議で、11 本に及ぶ安全保障

関連法案を強行採決し、衆議院を通過させました。私たちはこの暴挙に対し怒りをもって抗

議します。 
日本国憲法は、その前文で「全世界の国民が恐怖と欠乏から免れ、平和のうちに生きる権

利を有することを確認する」と謳うとともに、それを具体的に実現するため、第九条におい

て戦争の放棄と戦力の不保持を定めています。この規定にもとづいて、日本は第二次世界大

戦後 70 年にわたり、自ら武力行使や武力による威嚇に加わらない態度を堅持してきました。 

しかし、安全保障関連法案は、米国が世界で行なう戦争に際して、いつでも・どこでも・

どんな戦争でも、自衛隊が支援・参加することを可能とし、日本を戦争に巻き込むものです。

もし、この法案にもとづいて米国の艦船への攻撃に対処して自衛隊が反撃すれば、それは日

本が先に攻撃したことになり、相手に日本を攻撃する正当性を与えます。戦闘地域での「後

方支援」活動への参加も、国際法上、武力行使と一体化した「兵站」であり、戦争当事国と

なるのは周知のことです。海外に派遣される自衛隊員を含め、日本国民の生命・財産を危険

にさらす「戦争法案」であると言わざるをえません。 

この安全保障関連法案に対し、200 名を超える憲法学者が違憲であると指摘し、その廃案を

求める声明を発表しています。「安全保障関連法案に反対する学者の会」のアピールに賛同す

る学者・研究者は 1 万 2 千人を超えています。学生・若者たち、広範な市民が国会周辺はも

とより全国各地で反対の声を上げています。報道各社の世論調査では、大多数の国民がこの

法案に関する国会での審議は不十分であるとの認識を示し、今国会での成立に反対し、ある

いは法案そのものに反対しています。 

しかし安倍政権は、こうした反対世論を無視し、「世界情勢の変化にあわせて憲法解釈を変

えるのは当然」などと強弁を重ねています。立憲主義を公然と否定し、学問研究を愚弄する

安倍政権の姿勢は、体制を批判する学問や言論を弾圧して破滅への途をひた走った戦前の軍

国主義国家を彷彿とさせるものです。 

 第二次世界大戦中、学徒動員により多くの学生が戦場に送り出されてきました。いま再び、

若者・学生を戦場に駆り出し、世界の市民と日本の国民の生命と安全を危険に晒すことへと

つながるこの法案を断じて認めることはできません。私たちは、国公私立大学及び高専を含

むすべての高等教育機関の教育・研究と学生たちを守るために、この安全保障関連法案の廃

案をめざすたたかいに総力を尽くす決意を示すとともに、高等教育機関で働くすべての教職

員のみなさんに、このたたかいに参加されることを心より呼びかけます。 
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